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別紙３ 

那珂久慈流域下水道指定管理業務基本仕様書 

 

１ 目 的 

  この基本仕様書は、那珂久慈流域下水道指定管理者募集要項に記載した事項のほか、指定管

理者が遵守すべき基準等を定めたものである。 

 

２ 管理運営の基本方針 

 ⑴ 施設の目的に沿って、安定・確実な管理運営に努める。 

 ⑵ 施設の機能を常に適切に維持しながら、管理水準等の向上に努める。 

 ⑶ 費用対効果の高い効率的かつ効果的な管理運営を行い、経費の節減に努める。 

 

３ 対象施設 

 ⑴ 施設の名称及び所在地 

  ・終末処理場（那珂久慈浄化センター。以下「浄化センター」という。） 

    ：流入ゲートから放流渠までの全施設、敷地に存する建物等 

               ひたちなか市長砂１６３－８ 

  ・東海ポンプ場      那珂郡東海村大字照沼１２７３－４ 

  ・日立ポンプ場      日立市留町２８５６－７ 

  ・常陸太田ポンプ場    常陸太田市下河合町１６４２ 

  ・那珂ポンプ場      那珂市南酒出７０８ 

  ・那珂湊ポンプ場     ひたちなか市南神敷台１ 

  ・那珂湊第２ポンプ場   ひたちなか市柳沢１ 

  ・菅谷ポンプ場      那珂市菅谷３７７９ 

  ・常陸大宮ポンプ場    常陸大宮市下村田１ 

  ・立石ポンプ場      那珂市戸１ 

  ・戸河原ポンプ場     那珂市戸６７７３ 

  ・十万原ポンプ場     水戸市藤が原３丁目１１１７－１４４５ 

  ・馬渡ポンプ場      ひたちなか市馬渡３９６０－１ 

  ・幹線管渠等：水戸幹線、久慈幹線、日立幹線、常陸太田幹線、那珂湊幹線、那珂幹線、勝

田幹線         計画区域内一円 

  ・那珂久慈ブロック広域汚泥処理施設（以下「広域汚泥処理施設」という。） 

               ひたちなか市長砂１６３－８ 

 ⑵ 施設の概要 

   別添、那珂久慈流域下水道・那珂久慈ブロック広域汚泥処理施設主要設備一覧（別紙１）

のとおり。 

 ⑶ 施設の増設、改築、更新等の事業計画 

別表１「那珂久慈流域下水道建設改良工事５か年計画」のとおり令和８年度から令和１２

年度までにおいて、増築、改築、更新、大規模修繕等の工事が計画されている。ただし、時

期や規模等の詳細については未定のため、後日、県（以下「甲」という。）から指定管理者

(以下「乙」という。)に、決定後速やかに通知するものとする。 
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 ⑷ 特記事項 

   浄化センターには、平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力

発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法

（平成２３年法律第１１０号）に基づき、焼却灰の指定廃棄物（約８２９トン）がテント倉

庫４棟のうち３棟に保管されている。 

 

４ 指定管理業務の範囲 

 ⑴ 指定管理業務の範囲は、施設の運転操作監視、水質等の日常試験業務、廃棄物処分の実務

及び確認、点検業務、保守点検、部品の交換、小規模修繕、幹線管渠及びポンプ場施設の点

検、緊急時のパトロール、清掃、緑地管理、エネルギー管理、見学者案内及びその他施設を

維持管理していく上で必要な業務等とし、それらの細目は、別紙７「那珂久慈流域下水道指

定管理業務標準仕様書」に基づくものとする。 

 ⑵ ⑴の規定にかかわらず、次の業務は、指定管理業務の対象外とする。 

  ア 施設の修繕(小規模修繕を除く。)、甲が別途発注する委託業務、放流水排水基準等に関

わる法定試験及びその関連業務 

  イ 公権力の行使に関する業務 

 ⑶ 指定管理業務について、⑴及び⑵に規定する業務の範囲に区分できないものがあるときは、

その都度、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 ⑷ 指定管理業務に要する費用の額を変更すべき特別の事情が生じた場合には、甲乙協議の上、

変更できるものとする。 

 

５ 指定管理の基準 

  指定管理者は、次に掲げる基準により、指定管理業務を行うこと。 

 ⑴ 関係法令及び条例の規定を遵守し、適正な管理を行うこと。 

 ⑵ 下水道の使用者に平等かつ適切なサービスの提供を行うこと。 

 ⑶ 下水道の管理を適切に行うこと。 

 ⑷ 指定管理業務に関連して取得した個人に関する情報を適切に取り扱うこと。 

 

６ 有資格者の配置 

 ⑴ 乙は、指定管理業務を実施するため、法令で定めるところにより有資格者を配置しなけれ

ばならない。 

 ⑵ 乙は、ポンプ場について、電気事業法に定める電気主任技術者を選任し、電気工作物を経

済産業省令に定める技術基準に適合するように維持しなければならない。 

   ただし、県で電気主任技術者が配置可能な場合は、年度協定前に協議を行い、電気主任技

術者を決定する。 

 ⑶ ⑴及び⑵の有資格者等の配置状況について、年度事業計画書（様式１）により甲に報告し

なければならない。また、有資格者等の配置を変更したときも同様とする。
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７ 業務監督職員及び業務監督代行職員 

 ⑴ 甲は、業務監督職員（総括業務監督員、主任業務監督員、業務監督員）を選任するものと

する。 

 ⑵ 甲は、乙が行う指定管理業務に関し、乙との連絡調整及び指導監督を行う者として、⑴以

外の者の中から、業務監督代行職員を選任することができる。 

 ⑶ 基本仕様書及び標準仕様書に掲げる指定管理業務における甲への協議、調整、報告等は、

業務監督職員若しくは業務監督代行職員を通じて行うものとする。なお、緊急時はこの限り

ではない。 

 ⑷ 甲は、業務監督職員及び業務監督代行職員を選任したときは、その氏名及び担当業務等を

直ちに乙に通知するものとする。また、業務監督職員及び業務監督代行職員を変更したとき

も同様とする。 

 

８ 業務責任者 

 ⑴ 乙は、下水道法第２２条第２項に規定する資格を有する者から業務責任者を１人選任する

ものとする。 

 ⑵ 業務責任者は、指定管理業務の実施に当たり、現場における総括的な指揮監督及び甲との

総合調整その他の必要な対応を執るものとする。 

 ⑶ 乙は、業務責任者を選任したときは、その氏名等を甲に通知するものとする。また、業務

責任者を変更したときも同様とする。 

 

９ 業務主任者 

 ⑴ 乙は、下水道法第２２条第２項に規定する資格を有する者から業務責任者を補佐する業務

主任者を２人以上選任するものとする。 

 ⑵ 業務主任者は、指定管理業務の実施に当たり、現場における指揮監督及び甲との調整その

他必要な対応を執るものとする。 

 ⑶ 乙は、業務主任者を選任したときは、その氏名及び担当業務等を甲に通知するものとする。

また、業務主任者を変更したときも同様とする。 

 

10 エネルギーの使用の合理化に関する業務 

⑴ 乙は、那珂久慈浄化センター及び那珂久慈ブロック広域汚泥処理施設で使用するエネルギ

ーの管理担当者として、エネルギー管理士またはエネルギー管理員講習を受講した者をそれ

ぞれ配置し、甲へ通知すること。 

⑵ 乙は、エネルギー管理担当者のもと、各業務担当者によって構成されるエネルギー管理体

制を組織し、省エネルギーの推進に取り組むこと。 

 ⑶ エネルギー管理担当者の職務及び義務は次のとおりとする。 

  ア エネルギー管理担当者の職務 

   (ア) エネルギー消費設備及びエネルギーの使用の合理化に関する設備の維持 

(イ) エネルギーの使用の方法の監視及び改善 

(ウ) 省エネ法に基づく規定により選任された甲のエネルギー管理員（以下、エネルギー

管理員とする）の業務の補佐 

(エ) 省エネ法施行規則第16条の報告書の作成、省エネ法第166条第3項の報告に係る書類

の作成及び省エネ法に関する業務の取り組み状況についての書類の作成 
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  イ エネルギー管理担当者の義務 

   (ア)エネルギー管理担当者は、その職務を誠実に行わなければならない。 

   (イ) 甲は、エネルギーの使用の合理化等に関し、エネルギー管理担当者のその職務を行

ううえでの意見を尊重するものとするが、エネルギー管理員の指示がある場合には、

乙はこれに従うものとする。 

   (ウ) 乙は、本施設に勤務する者が、エネルギー管理員の業務に係る指示に従うよう配慮

しなければならない。 

 

11 報告等の方法 

  基本仕様書及び標準仕様書で定める報告等は次のとおりとする。 

 ⑴ 年度事業計画書（様式１に従って、年度毎の業務開始前までに提出。ただし、２年次以降

は前年度の２月末日までに提出） 

 ⑵ 委託承認願（別に定める様式２に従って、業務開始前までに提出） 

 ⑶ 業務責任者等通知書（別に定める様式３に従って、年度毎の業務開始前までに提出） 

 ⑷ 月間委託状況報告書（別に定める様式４に従って、翌月の１０日（ただし、３月分は当月

分を月末）までに提出） 

 ⑸ 月間業務状況報告書（別に定める様式５に従って、翌月の１０日（ただし、３月分は当月

分を月末）までに提出） 

 ⑹ 消耗・故障部品交換状況報告（別に定める様式６に従って、翌月の１０日（ただし、３月

分は当月分を月末）までに提出） 

 ⑺ 小規模修繕報告書（別に定める様式７に従って、翌月の１０日（ただし、３月分は当月分

を月末）までに提出） 

 ⑻ 異常状況報告書（悪質下水の流入、放流水質の基準不適合、施設の損傷又は機能不調等に

より運転業務に重大な支障、その他これらに準ずる事態が生じたとき又は生ずるおそれがあ

るときは、別に定める様式８に従って、直ちに提出） 

 ⑼ 年度指定管理業務報告書（自己評価調書を含む。様式９に従って毎事業年度末日までに提

出） 

 ⑽ 支出状況報告書（別に定める様式１０に従って、四半期毎の業務完了後３０日以内（ただ

し、第４四半期は年度末まで）に提出） 

 ⑾ 大雨洪水警報発令における状況報告書（様式１１に従って、逐次提出） 

 ⑿ 地震発生後臨時点検結果表（様式１２に従って、点検後速やかに提出） 

 ⒀ 保守点検結果報告書（様式１３に従って、点検後速やかに提出） 

 ⒁ 重要物品処分承認願（様式１４に従って提出） 

 ⒂ 事故発生・処理状況報告書（事故（第三者に対する事故を含む。）が生じたとき、別に定

める様式１５に従って、直ちに提出） 

 ⒃ 事故報告書（事故（第三者に対する事故を含む。）が生じた後に甲より指示があったとき、

別に定める様式１６に従って甲が指示する期日までに提出） 

 ⒄ 業務に関する提出書（その他甲又は乙が必要と認めるとき、別に定める様式１７により発

議を行う。） 

 ⒅ その他甲が必要と認める報告等（甲の指示に基づき、 指定する期日までに提出）
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12 その他 

 ⑴ 乙は、指定管理業務の実施について、甲から連絡調整会議等の召集があった場合は、それ

に参加するものとする。その方法等については、甲乙調整の上、決定するものとする。 

 ⑵ この基本仕様書に定める事項についての疑義又はこの基本仕様書に定めのない事項につい

ては、甲乙協議の上、決定するものとする。 


